
令和５年度

　個人住宅において、太陽光発電システムと同時に設置するＶ２Ｈ充電設備が補助の対象になりました。

　共同住宅において、太陽光発電システムと同時に設置する電気自動車用充電設備が補助の対象になりました。

 ※ 様式は鹿児島市ホームページに掲載しています。申請等は、最新の様式を両面印刷して使用してください。

　太陽光発電システムの廃棄には一定の費用を要します。積立てを行うなど、計画的に準備してください。

■対象システムの補助金額及び補助対象経費

太陽光発電システム

（注１）ＨＥＭＳと同時に新設する場合に限ります。
（注２）補助対象は太陽光発電システムに限ります。
（注３）太陽光発電システムと同時に新設する場合に限ります。
（注４）太陽光発電システムとＨＥＭＳを同時に新設する場合に限ります。
（注５）補助金の額に1,000円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てた額とします。

個
人
住
宅
の
み
対
象

電気自動車用
充電設備
（注３）

上限１０万円

・急速充電設備
・普通充電設備
　（コンセントタイプ、コンセントスタンド
　　タイプを含む）
・工事費等

共
同
住
宅

の
み
対
象

１万５千円

・計測装置
（電力使用量の計測に係る電力量センサ、
　タップ型電力量計、計測機能付分電盤等）
・通信装置（ゲートウェイ装置等）
・制御装置
（機器の制御に係るコントローラ等）
・モニタ装置（独自端末）

７万円

・リチウムイオン蓄電池部
・電力変換装置
（インバータ、コンバータ、
  パワーコンディショナ等）
・付属機器（独自モニタ等）
・工事費

７万円

ＨＥＭＳ（注３）

リチウムイオン
蓄電池（注４）

家庭用燃料電池
（注４）

Ｖ２Ｈ充電設備
（注４）

５万円
（次世代自動車等普及促進事業

補助金の申請が必要）

・Ｖ２Ｈ充電設備本体
・工事費

令和５年度の主な変更点

環境管理事業所（注２）
３万円／kW
上限６０万円

・燃料電池ユニット本体
・貯湯ユニット本体
・付属品（独自モニタ等）
・工事費

１万５千円／kW
上限１５万円

共同住宅
２万円／kW
上限２０万円

事業所（環境管理事業所
でない事業所）（注２）

１万５千円／kW
上限３０万円

・太陽電池モジュール
・架台
・パワーコンディショナ
・付属品（接続箱等）
・工事費

　個人住宅及び共同住宅が設置する太陽光発電システ
ムの出力は１０kW未満に限ります。
　その他の事業所等が設置する太陽光発電システムの
出力が２０kWを超える場合の補助金額は上限額が適用
されます。

個人住宅（注１）

　鹿児島市では、太陽光発電システムとＨＥＭＳ（ホーム・エネルギー・マネジメント・システム）、リチウムイオ
ン蓄電池、家庭用燃料電池の設置等に対して補助することにより、市域での再生可能エネルギーの導入及び利用拡大
を推進し、２０５０年までに本市の二酸化炭素排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティかごしま」の実現を目
指します。

対象システム 補助金額（注５） 補助対象

太陽光 de ゼロカーボン促進事業補助金

令和５年度のV2H充電設備の申請受付は終了しました。

※予算元の次世代自動車等普及促進事業補助金の予算上限到達のため。

Ｒ５．４．２８～（V2H充電設備補助終了による更新）



（１）補助金交付までの流れ

1

　

（２）補助金交付までの流れ（個人住宅におけるＶ２Ｈ充電設備）

市で申請内容を審査後、補助金交付決定通知書を送付（申請後２週間程度）

5

4

3
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　Ｖ２Ｈ充電設備に対する補助については、基本的に上記（１）の流れと同様ですが、個人住宅への太陽光発電
システム等補助申請・実績報告と同時に、別様式による申請・実績報告が必要となります。

1 対象システムの設置に係る契約

2
再生可能エネルギー推進課窓口
へ必要書類を持参し、申請手続

再生可能エネルギー推進課窓口へ
必要書類を持参し、申請手続

補助金交付請求書提出

指定口座に補助金入金

市で書類審査後
確定通知書送付

3 市で申請内容を審査後、補助金交付決定通知書を送付

4 対象システムの設置工事着手

5 補助金実績報告書提出

指定口座に補助金入金

市で書類審査後
確定通知書送付

6 補助金交付請求書提出

7

対象システムの設置に係る契約

補助金実績報告書提出
（設置工事完了後速やかに）

対象システムの設置工事着手

【申請手続きに必要な書類：別表１】

※ 申請期間：令和５年４月７日（金）から令和６年３月２９日（金）まで

※ 申請順に受付を予算に到達したら申請受付は終了します。

※ 支所での申請や郵送での申請はできません。

＜設置工事着手についての注意事項＞

市から送付する補助金交付決定通知書を受領する前に設置工事

に着手しないでください。補助金の交付決定前に工事着手した場合は、

補助金は交付されません。

【実績報告手続きに必要な書類：別表２】

※ 提出期限：以下の①、②のいずれか早い日付

①工事完了日から６０日以内

②令和６年３月２９日（金）

※ 工事完了日は、ア～ウのうち、最も遅い日付になります。

ア 保証書の保証開始日

イ 対象システム設置に係る領収書等の日付

ウ 対象システムが設置された新築住宅を購入した場合、

その引渡日

※ 期限までに提出されないと補助金は交付されませんので

ご注意ください。

※ 実績報告書・請求書の提出は郵送でもできます。

個人住宅への太陽光発電システム等補助申請と同時に、Ｖ２Ｈ充電

設備用の申請書を提出することが必要となります。

個人住宅への太陽光発電システム等の実績報告書と同時に、Ｖ２Ｈ

充電設備用の実績報告書を提出することが必要となります。

また、実績報告書提出の段階で、Ｖ２Ｈ充電設備の保証期間が開始

している必要があります。

個人住宅への太陽光発電システム等の補助金と連動する関係で、

同補助金を受給できない場合は、Ｖ２Ｈ充電設備の補助も受給できな

くなりますのでご注意ください。

個人住宅への太陽光発電システム等補助申請と同様に、市から送

付する補助金交付決定通知書を受領する前に設置工事に着手しない

でください（補助交付ができなくなります）。

令和５年度のV2H充電設備の申請受付は終了しました。

※予算元の次世代自動車等普及促進事業補助金の予算上限到達のため。



■別表１：申請手続きに必要な書類
　　　　○：提出が必要

（注１）対象システムの金額の記載がない場合は、その金額が分かる見積書の写しも添付してください。

（注４）貸与住宅の場合は不要です。
（注５）申請者本人以外の者が書類を提出する場合に必要です。市ホームページにある様式を使用してください。

■別表２：実績報告手続きに必要な書類 　　　　○：提出が必要
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○
（注３）

○
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太陽光発電
システム

○

○

○

○

―

○
（注２）

○

○

○

ＨＥＭＳ

○

―

―

―

○
（注３）

○

○

○

○

リチウムイオン
蓄電池

家庭用燃料電池
電気自動車用

充電設備

○○

12
全量売電でないことを確認できる書類の写
し（注５）

7
【共同住宅に設置する場合】
管理組合総会で対象システム設置について
議決されたことを示す書類（注４）

8 【環境管理事業所に設置する場合】
環境管理事業所であることを証明する書類の写し

Ｖ２Ｈ充電設備

○
(特別の様式あり)

○

11
保証書の写し
（記入欄が全て記載されているもの。）

1 補助金実績報告書

10
出力対比表の写し
（原則メーカー発行のもので公称最大出力
　を確認できるもの。）

5 仕様が判別できるカタログ仕様書等

4
設置計画図
（対象システムの配置が分かる図面）

建物の現況のカラー写真
（建物全体、対象システム設置部分）

建物の現況のカラー写真
（建物全体、対象システム設置部分、
　パワーコンディショナ等銘板）

3
工事請負・売買契約書の写し又は注文書・
注文請書の写し（注１）

9

5 引渡証明書（注３）

3
発行日から３か月以内のマイナンバーの記
載がない住民票（注１）
（※原本　※ホッチキス留めはそのまま）

（注３）設置する機器には、必要な要件がありますので、市ホームページでご確認ください。また、要件を満たすことを証する書類
　　　　を添付してください。

―

―

○
（注３）

○

○

○ ―

― ―

○ ○

○

太陽光発電
システム

○

―

1 申請書

8

7 対象システム設置に係る領収書等の写し

対象システム設置に係る領収書内訳

4
【事業所・環境管理事業所が交付決定者である場合】

市内に事業所を有することを証明する書類
の写し（注２）

2

2
発行日から３か月以内の建物の登記簿謄本
（※原本　※ホッチキス留めはそのまま）

（注２）太陽電池モジュール及びパワーコンディショナの型番及び出力の記載がない場合は、型番及び出力が分かる書類も添付して
　　　　ください。また、パワーコンディショナを２台以上設置する場合で、それぞれに接続する太陽電池モジュールの出
　　　　力及び枚数の記載がない場合は、出力及び枚数が分かる書類も添付してください。

6
【共同住宅に設置する場合】
管理組合の規約の写し（注４）

○

○

―

―

―

○
（注３）

○

○

○

6

9

設置場所付近の地図
近くに目印となる建物や交差点等が入って
おり、対象システムを設置した住宅・事業
所が特定できるもの（近くに目印がない場
合は、広域図と詳細図に分けること）

書類提出に係る委任状（注５）

（注１）交付決定者が管理組合、事業者の場合は不要。ただし、共同住宅に設置した場合に交付決定者本人が居住しないときは、対
　　　　象システムを設置した共同住宅に住民票を有する居住者を確認できる書類をあわせて提出してください。

（注２）商業・法人用の登記簿謄本（現在事項証明書又は履歴事項証明書）の写し、確定申告書（確定申告が不要の場合は税務署に
　　　　提出された個人事業の開業・廃業等届出書（控用））の写し、営業証明（鹿児島市市民税課が、法人等設立（設置）申告書
　　　　を提出した事業者に対して発行するもの）の写しのいずれかを添付してください。商業・法人用の登記簿謄本（現在事項証
　　　　明書又は履歴事項証明書）又は営業証明の写しは発行日から３か月以内のものを添付してください。

（注３）対象システムが設置された個人住宅、共同住宅を購入する場合に必要です。

（注４）構成機器名及びその型番を明記している資料の写しも添付してください。また、保証開始日の記入欄がない場合は、販売店
　　　　等に確認の上、保証書の余白部に記載してください。

（注５）50kW以上設置する場合に限ります。
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■補助対象システムの要件

■補助対象者

5
電気自動車用
充電設備

・　同時に設置する太陽光発電システムで発電した電気を供給できること。
・　一般財団法人CHAdeMO協議会の認証を取得している急速充電設備、一般財団法人日本自動車研究所
　　の認証を取得している普通充電設備、又は日本配線システム工業会規格「JWDS-0033　ＥＶ充電用
　　コンセント・差込プラグ」に適合している普通充電設備であること。
・　複数口の設置であること。
・　未使用品であること。

Ｖ２Ｈ充電設備
・　一般社団法人電動車両用電力供給システム協議会規格「電動自動車用充放電システムガイドライン
　　V2H DC版」に基づく検定（CHAdeMO V2H protocol 認証）に合格しているもの。
・　未使用品であること。

6

対象システム 要件

1
太陽光発電
システム

・　全量売電でないこと。
・　個人住宅又は共同住宅については、太陽光パネルの合計出力とパワーコンディショナの出力の
　　いずれか小さい方の値が１０ｋＷ未満であること。
・　未使用品であること。

2 ＨＥＭＳ

・　空調、照明等の家電製品の電力使用量を個別に計測し、調整する制御機能を有すること
　　（リチウムイオン蓄電池のみの制御は対象外）。
　　電力使用量の「見える化」が図られていること。
・　一般社団法人エコーネットコンソーシアムの定める「ECHONET Lite」規格を標準インターフェ
  　イスとして搭載していること。
　　未使用品であること。

(注1) 店舗等併用住宅を含む。
(注2) 貸与住宅の場合、所有者は実績報告書の提出日において、市内に住民票を有する者又は市内に事業所・営業所を有する者で、
　　　対象システムを設置した住宅に住民票を有する居住者がいること。
(注3) 共用部分のみでの使用が対象。
(注4) 一棟の建物に、建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）第２条に規定する区分
　　　所有者が２人以上居住する住宅。
(注5) 区分所有法第３条に規定する団体で、総会（複数ある場合は全体総会）の議決が得られていること。

3
リチウムイオン
蓄電池

・　令和４年度以降国が実施している補助事業の対象機器として一般社団法人環境共創イニシアチ
  　ブ（ＳＩＩ）に登録されているもの。
・　未使用品であること。

事業所

(1) 自ら所有する個人住宅に、対象システムを設置し所有する者又は、対象システムが設置された個人
　　住宅を購入する者（以下「設置者等」という。）で、実績報告書の提出日において、対象システム
　　を設置した市内の住宅に住民票を有する者。
(2) 設置者等で、実績報告書の提出日において、やむを得ない事由により対象システムを設置した市内
　　の住宅に住民票を有しない者であって、かつ同日において当該住宅に生計を一にする親族が住民票
　　を有している者。
(3) 自ら所有する貸与住宅に、対象システムを設置し所有する者又は、対象システムが設置された住宅
　　を購入し、貸与住宅とする者。（注2）

(1) 太陽光発電システムを設置し所有する共同住宅（分譲）（注4）の管理組合（注5）又は共同住宅
　　（貸与）の所有者（注2）
(2) 太陽光発電システムが設置された共同住宅（分譲・貸与）を購入する場合
　① 共同住宅（分譲）（注4）の管理組合（注5）
　② 共同住宅（貸与）の所有者（注2）

太陽光発電システムを自らが所有する建物に自らが使用する目的で設置し所有する事業者で、
実績報告書の提出日において市内に事業所・営業所を有する事業者

個人住宅
（注１）

区分 要件

4 家庭用燃料電池
・　令和４年度以降国が実施している補助事業の対象機器として一般社団法人燃料電池普及促進協
  　会（ＦＣＡ）に登録されているもの。
・　未使用品であること。

市税の滞納がなく、鹿児島市内に本社・営業所を有する事業者（申請時に提出する工事請負・売買契約書等で
確認（※））が設置工事等を行う場合で、以下の表の区分に応じ、右欄に掲げる要件を満たす者。ただし、これ
までに対象システムのいずれかの設置に際し、市から補助金を受けている場合を除く。

工事請負・売買契約書等で確認できない場合は、鹿児島市内に本社・営業所を有することを確認できる事業者の商業登
記簿謄本、定款、営業証明（鹿児島市市民税課が、法人等設立（設置）申告書を提出した事業者に対して発行するも
の）のいずれかの写しを提出してください。

(※)

共同住宅
（注３）

令和５年度のV2H充電設備の申請受付は終了しました。

※予算元の次世代自動車等普及促進事業補助金の予算上限到達のため。


